
JP 2017-507014 A 2017.3.16

10

(57)【要約】
本発明は、原油等の混相流体の液体／気体分離のための
、チャンバからなる複数の個別分離装置（１）を含むモ
ジュール式プラントに関し、個別分離装置（１）は、そ
の底部において、海底（２０）に据えられ、複数の前記
個別分離装置（１）を受けることができる支持構造（１
０）に可逆的に接続されるか、または接続されることが
意図された同軸接続部品（６）と協働し、それにより、
特にプラントの分離能力を増大させ、および／または海
面で個別分離装置のメンテナンスを実行するための、個
別分離装置の自在な切り離しを確保することができる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
流体の液相および気相のそれぞれ、特に原油の液相および気相の液体／気体分離のために
海底で使用されるモジュール式設備であって、
　（ａ）海底（２０）に据えられ、および／または係留された主要支持構造（１０）であ
って、前記主要支持構造（１０）に可逆的に接続されるか、または前記主要支持構造（１
０）に接続されるのに適した複数の液体／気体分離装置ユニット（１）を有する、主要支
持構造（１０）と、
　（ｂ）前記主要支持構造（１０）に固定された少なくとも１つの液体／気体分離装置ユ
ニット（１）であって、前記液体／気体分離装置ユニット（１）の各々は、前記海底の圧
力と前記流体の内圧とに耐える気密壁（１ａ）を含む単一の筐体を含み、前記気密壁は回
転縦軸（ＺＺ’）の周囲に配置され、および前記筐体は、
　（ｂ１）混相流体供給用の第一の内管（２）であって、前記筐体内で、前記筐体の端壁
（１ｃ）と呼ばれる前記筐体の壁部分を通過する第一のオリフィス（５ａ）を含むか、ま
たは前記第一のオリフィス（５ａ）と協働するその下端から、前記筐体の上側部分（１－
１）へと開放するその開放上端（２ａ）まで立ち上がる、第一の内管（２）と、
　（ｂ２）気体排出用の第二の内管（３）であって、前記筐体内で、好ましくは前記第一
の内管の上側開口部（２ａ）より高い位置にあるその開放上端（３ａ）から、前記筐体の
前記端壁（１ｃ）を通過する第二のオリフィス（５ｂ）を含むか、または前記第二のオリ
フィス（５ｂ）と協働するその下端まで延びる、第二の内管（３）と、
　（ｂ３）前記筐体の前記端壁を通過して、前記筐体の前記端壁内の前記第一および第二
のオリフィス（５ａ、５ｂ）の周囲にある第三のオリフィス（５ｃ）と
を含む、少なくとも１つの液体／気体分離装置ユニットと、
　（ｃ）前記主要支持構造（１０）に固定された複数の３チャネル接続部品（６）であっ
て、少なくとも１つの接続部品は、前記筐体（１）に接続され、前記接続部品の各々は、
　（ｃ１）前記筐体の前記端壁の前記第一のオリフィス（５）に接続されるか、または前
記第一のオリフィス（５）に接続されるのに適した上端を有する第一の接続ダクト（６ａ
）であって、前記海底で混相流体を供給するための外管（１３）に接続されるか、または
前記海底（２０）で混相流体を供給するための外管（１３）の端に接続された管要素（１
１）に接続されるか、または前記管要素（１１）に接続されるのに適している第一の出口
オリフィス（６ａ１）を有する第一の接続ダクト（６ａ）と、
　（ｃ２）前記筐体の前記端壁の前記第二のオリフィス（５ｂ）に接続されるか、または
前記第二のオリフィス（５ｂ）に接続されるのに適した上端を有する第二の接続ダクト（
６ｂ）であって、気体排出用の外管（１６）に接続されるか、または前記外管（１６）に
接続されるのに適した第二の出口オリフィス（６ｂ１）を有する、第二の接続ダクト（６
ｂ）と、
　（ｃ３）第三の接続ダクト（６ｃ）であって、前記第一および第二の接続ダクト（６ａ
、６ｂ）の周囲に配置され、その上端において前記筐体の前記端壁の前記第三のオリフィ
ス（５ｃ）に接続されるか、または前記第三のオリフィス（５ｃ）に接続されるのに適し
ており、液体排出用の外管（１５）に接続されるか、または前記外管（１５）に接続され
るのに適した第三の出口オリフィス（６ｃ１）を有する、第三の接続ダクト（６ｃ）とを
含む、複数の３チャネル接続部品と
　を含む、モジュール式設備。
【請求項２】
請求項１に記載のモジュール式設備において、
　前記筐体の前記端壁の前記第二のオリフィス（５ｂ）は、前記筐体の前記端壁の管状の
第一のオリフィス（５ａ）の周囲に同軸的に配置された環状の第二のオリフィスであり、
および前記筐体の前記端壁の前記第三のオリフィス（５ｃ）は、前記筐体の前記端壁の前
記第一および第二のオリフィス（５ａ、５ｂ）の周囲に同軸的に配置された環状の第三の
オリフィスであり、および前記３チャネル接続部品（６）は、３つの同軸チャネルを有し
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、前記主要支持構造（１０）の上に縦向きに配置され、かつ
　　（ｃ１）縦向きに配置された第一の接続ダクト（６ａ）であって、それからの前記第
一の出口オリフィス（６ａ１）が前記第一の接続ダクト（６ａ）の軸方向の下端により構
成される、第一の接続ダクト（６ａ）と、
　　（ｃ２）第二の接続ダクト（６ｂ）であって、その上端において前記第一の接続ダク
トの周囲に同軸的に配置され、かつ前記筐体の前記端壁の環状の前記第二のオリフィス（
５ｂ）に縦向きに接続されるか、または前記第二のオリフィス（５ｂ）に縦向きに接続さ
れるのに適しており、かつ横向きのオリフィスを構成する前記第二の出口オリフィス（６
ｂ１）を含む、第二の接続ダクト（６ｂ）と、
　　（ｃ３）第三の接続ダクト（６ｃ）であって、その上端において前記第一および第二
の接続ダクト（６ａ、６ｂ）の周囲に同軸的に配置され、かつ前記筐体の前記端壁の環状
の前記第三のオリフィス（５ｃ）に縦向きに接続されるか、または前記第三のオリフィス
（５ｃ）に縦向きに接続されるのに適しており、かつ横向きのオリフィスを構成する前記
第三の出口オリフィス（６ｃ１）を含む、第三の接続ダクト（６ｃ）と
　を含む接続部品であることを特徴とするモジュール式設備。
【請求項３】
請求項２に記載のモジュール式設備において、
　前記海底に据えられた前記支持構造（１０）は、少なくとも１つの装置（１２）を支持
し、前記少なくとも１つの装置（１２）は前記混相流体を分割して分散させ、かつ単一の
主要な管状の軸方向の供給オリフィス（１２ａ）を有し、前記供給オリフィス（１２ａ）
は好ましくは縦向きに配置され、前記供給オリフィス（１２ａ）の開放下端（１２ａ１）
は、前記海底（２０）において前記混相流体を供給するための外管（１３）の端に接続さ
れるか、または前記端に接続されるのに適しており、および前記供給オリフィス（１２ａ
）の開放した軸方向の上端（１２ａ２）は、前記軸方向に対して傾斜した複数の第二の管
状の出口オリフィス（１２ｂ、１２ｂ１～１２ｂ６）と連通し、前記出口オリフィス（１
２ｂ、１２ｂ１～１２ｂ６）は同じ直径であり、かつ同じ角度（β）で傾斜し、かつ前記
軸方向に対しておよびその周囲で対称かつ規則的に配置され、第二の管状出口オリフィス
（１２ｂ１～１２ｂ６）は、供給流体を運ぶための複数の管要素（１１）に接続されるか
、または前記管要素（１１）に接続されるのに適しており、前記管要素はそれぞれ前記接
続部品（６）の複数の第一のダクト（６ａ）に接続されるか、または第一のダクト（６ａ
）に接続されるのに適しており、前記接続部品は、複数の前記筐体（１）の下端に接続さ
れるか、または前記下端に接続されるのに適していることを特徴とするモジュール式設備
。
【請求項４】
請求項３に記載のモジュール式設備において、
　前記接続部品（６）と前記筐体（１）とは、前記装置（１２）に対して、好ましくは前
記装置（１２）の上およびその周囲に、前記装置（１２）と前記筐体（１）との間のヘッ
ド損失が実質的に相互に同じとなるように配置され、前記接続部品（６）と前記筐体（１
）とは、前記装置（１２）に対して対称に、前記装置（１２）の上およびその周囲に配置
されることを特徴とするモジュール式設備。
【請求項５】
請求項１～４の何れか一項に記載のモジュール式設備において、
　前記筐体は、前記筐体の外側に配置された雄または好ましくは雌型の第一のガイド要素
（８ａ）に固定され、前記主要支持構造（１０）は、相補的な第一のガイド要素とそれぞ
れ協働するか、または相補的な第一のガイド要素と協働するのに適した雌または雄型の第
二のガイド要素（１０ａ）を含み、装置ユニットが前記接続部品（６）と対面して縦向き
にドッキング可能となることを特徴とするモジュール式設備。
【請求項６】
請求項１～５の何れか一項に記載のモジュール式設備において、
　前記筐体は、断面が円形の円筒形の側壁（１ａ）を有し、前記側壁（１ａ）の上端はド
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ーム型、好ましくは球形のキャップ（１ｂ）で閉じられ、および前記側壁（１ａ）の下端
の端壁は、下方にテーパのついた漏斗形状（１ｃ１）であり、縦の管状の底壁（１ｃ２）
を形成し、前記底壁（１ｃ２）は、前記液体排出用の環状の第三のオリフィス（５ｃ）を
画定することを特徴とするモジュール式設備。
【請求項７】
請求項１～６の何れか一項に記載のモジュール式設備において、
　混相流体を供給するための前記第一の内管（２）は、前記第二の内管（３）の中で、前
記第一の内管の上側部分（２ｂ）の下方において縦向きに、好ましくは実質的に前記筐体
の軸上に延び、前記第一の内管の前記上側部分（２ｂ）は、前記第二の内管の外へと戻り
、好ましくは終端に流体出口ノズル（２ｃ）があり、前記流体出口ノズル（２ｃ）は、前
記第一の内管の前記上側開口部（２ａ）を画定するフレア状の壁を有し、より好ましくは
扁平な形状の断面を有し、それによって前記第一の内管の前記上側開口部（２ａ）は、前
記筐体の側壁（１ａ）付近で外に向かって開放し、それによって前記流体は前記上側開口
部（２ａ）から円筒状の側壁と平行に、下方に傾斜する（α）方向（ＹＹ’）に流出し、
および気体排出用の前記第二の内管（３）は、前記第一の内管の前記上側部分（２ｂ）の
下方の前記第一の内管に対して軸方向に同軸的に延び、前記第一および第二の内管（２、
３）は、好ましくは、前記第一および第二の内管（２、３）のそれぞれの下側部分（２’
’、３’’）より大径の同軸部分（２’、３’）を有することを特徴とするモジュール式
設備。
【請求項８】
請求項１～７の何れか一項に記載のモジュール式設備において、
　前記筐体は、前記筐体の側壁の内面付近に、および／または前記内面に接して固定され
たらせん状排水溝（４）を含み、および前記らせん状排水溝（４）の上端は前記第一の内
管の前記上側開口部の下方にあり、かつ前記らせん状排水溝（４）の下端は環状の第三の
オリフィス（５ｃ）の上方で終端することを特徴とするモジュール式設備。
【請求項９】
請求項１～８の何れか一項に記載のモジュール式設備において、
　前記筐体は、その上側部分（１－１）において、液滴をろ過する装置、好ましくはコア
レッサ装置（９）を前記第一の内管の前記上側開口部（２ａ）と前記第二の内管の前記上
側開口部（３ａ）との間の気体の流路上に含むことを特徴とするモジュール式設備。
【請求項１０】
請求項１～９の何れか一項に記載のモジュール式設備において、
　前記筐体内において、圧力検出センサおよび液面レベルセンサ（２１、２２）、好まし
くは発光ストリップ（２１）と１つまたは複数の測定ストリップ（２２）とにより構成さ
れ、前記筐体の高さ全体にわたって前記流体の濃度分布を測定できるレーダもしくはソナ
ー型プローブまたは放射線式レベルセンサの形態の液面モニタ装置を含むことを特徴とす
るモジュール式設備。
【請求項１１】
請求項１～１０の何れか一項に記載のモジュール式設備において、
　前記筐体は２つの筐体部分（１ａ－３）からなり、前記２つの筐体部分（１ａ－３）は
、相互に固定され、かつ
　・上側壁部分（１ａ－１）であって、その上端にドーム型、好ましくは球形のキャップ
（１ｂ）を有する上側壁部分（１ａ－１）と、
　・前記端壁（１ｃ）を含む下側壁部分（１ａ－２）と
　を含むことを特徴とするモジュール式設備。
【請求項１２】
請求項１～１１の何れか一項に記載のモジュール式設備において、
　前記主要支持構造（１０）は、複数の前記接続部品と、前記接続部品に接続された複数
の前記筐体（１ａ）とを含み、好ましくは対称に配置された好ましくは少なくとも４つの
前記接続部品があることを特徴とするモジュール式設備。
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【請求項１３】
請求項１～１２の何れか一項に記載のモジュール式設備に適している、流体のそれぞれ液
相および気相の液体／気体分離のための装置ユニットにおいて、
　液体／気体分離のための前記装置ユニット（１）は、海底の圧力と前記流体の内圧とに
耐える気密壁（１ａ）を含む単一の筐体を含み、前記気密壁は回転縦軸（ＺＺ’）の周囲
に配置され、および前記筐体は、
　（１）前記混相流体を供給するための第一の内管（２）であって、前記筐体内で、前記
筐体の端壁（１ｃ）と呼ばれる壁部分を通過する第一のオリフィス（５ａ）を含むか、ま
たは前記第一のオリフィス（５ａ）と協働するその下端から、前記筐体の上側部分（１－
１）へと開放するその開放上端（２ａ）まで立ち上がる第一の内管（２）と、
　（２）気体排出用の第二の内管（３）であって、前記筐体内で、好ましくは前記第一の
内管の前記上側開口部（２ａ）より高い位置にあるその開放上端（３ａ）から、前記筐体
の前記端壁（１ｃ）を通過する第二のオリフィス（５ｂ）を含むか、または前記第二のオ
リフィス（５ｂ）と協働するその下端まで延びる第二の内管（３）と、
　（３）前記筐体の前記端壁を通過して、前記筐体の前記端壁内の前記第一および第二の
オリフィス（５ａ、５ｂ）の周囲に同軸的にある第三のオリフィス（５ｃ）とを含むこと
を特徴とする装置ユニット。
【請求項１４】
請求項１～１２の何れか一項に記載のモジュール式設備を製造する方法において、以下の
連続的なステップ：
　（ａ）締結手段（１９）によって海面（２５）上の船舶（２４）から吊り下げられた装
置ユニットを降下させるステップと、
　（ｂ）好ましくは、前記筐体（１）に固定された第一のガイド要素（８ａ）と、前記主
要支持構造（１０）に固定された前記第二のガイド要素（１０ａ）とを使用することによ
って、前記主要支持構造（１０）に固定された前記接続部品（６）とのドッキングのため
に前記装置ユニットのアプローチを案内するステップであって、前記第二のガイド要素が
前記第一のガイド要素と協働する、ステップと、
　（ｃ）前記筐体の前記端壁（１ｃ）を通過する前記第一、第二、および第三のオリフィ
ス（５ａ、５ｂ、５ｃ）と、前記接続部品のそれぞれ前記第一、第二、および第三の接続
ダクト（６ａ、６ｂ、６ｃ）との間の固定フランジ（７）および同軸シーリングガスケッ
ト（７－１、７－２、および７－３）を使用することにより、前記筐体を前記接続部品に
切り離し可能な方法で接続するステップと
が実行されることを特徴とする方法。
【請求項１５】
請求項１～１２の何れか一項に記載の設備を使用することにより、原油の液相と気相とを
分離する方法において、以下の連続的なステップ：
　（１）到達管によって、前記筐体の前記端壁の前記第一のオリフィス（５ａ）に、前記
接続部品（６）の前記第一の接続ダクト（６ａ）を介して、かつ前記第一の接続ダクト（
６ａ）を通じて、前記海底の静圧Ｐ２より低く減圧された圧力Ｐ１で原油を送出するステ
ップと、
　（２）前記原油が前記筐体の前記第一の内管（２）の中で上昇し、その後、前記第一の
内管の上側出口を通じて、前記筐体の円形断面の側壁に対する接線方向の流れとして流れ
、それによって、前記原油が液相と気相とに分離される、ステップと、
　（３）液相または部分的に脱気された流体が、前記筐体の前記下端における前記端壁の
前記第三のオリフィス（５ｃ）に向かって下方に移動し、および好ましくは、前記筐体を
、前記第一の内管（２）の前記上側開口部（２ａ）より下の高さレベルまで満たし、およ
び前記接続部品の前記第三の出口オリフィス（６ｃ１）に接続された液体排出用の外管（
１５）を介して回収される、ステップと、
　（４）油から分離された気体が、前記第二の内管の中へ、前記筐体の前記下端における
前記端壁の前記第二のオリフィス（５ｂ）に向かって吸引され、および前記接続部品の前
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記第二の出口オリフィス（６ｂ１）に接続された気体排出用の外管（１６）を介して回収
される、ステップと
　が実行されることを特徴とする方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、縦型の液体／気体分離用モジュール式設備に関し、また、混相流体、特に原
油に含まれる油－水と気体とを分離する方法にも関する。より詳しくは、本発明の技術分
野は石油生産、より詳しくは大水深海底油田からの石油生産の分野である。
【背景技術】
【０００２】
　深海石油生産は一般に、海底、すなわち水深１０００メートル（ｍ）～２５００ｍの範
囲またはそれ以上の深さにある油井の付近に係留された浮体式支持設備から行われる。一
般に、浮体式支持設備は、潮流、風、波の影響を受けても所定の位置に留まることができ
るようにするための係留手段を有する。浮体式支持設備はまた一般に、原油を貯蔵および
加工するための手段と共に、生産物を搬出するために定期的に運航されるタンカに石油を
積み出すための積出し手段も含む。このような支持設備を指す一般的な用語は、浮体式石
油生産貯蔵積出設備（ｆｌｏａｔｉｎｇ ｓｔｏｒａｇｅ ａｎｄ ｏｆｆ－ｌｏａｄｉｎ
ｇ ｓｕｐｐｏｒｔ）であり、これらは以下の説明全体を通じて、頭文字ＦＰＳＯで記す
。
【０００３】
　ウェルヘッドは一般に、前記ＦＰＳＯにサスペンデッドカテナリライザ（ＳＣＲ：ｓｕ
ｓｐｅｎｄｅｄ ｃａｔｅｎａｒｙ ｒｉｓｅｒ）型またはハイブリッドタワー型の何れか
の海中パイプによって接続されており、これは、
　・縦型ライザであって、その下端が海底に係留されて、海底に敷設された前記パイプに
接続され、かつその上端が海面下に沈められたフロートに接続されて、それによって引っ
張られている縦型ライザと、
　・前記ライザの上端と海面上の浮体式支持設備との間の連結パイプ、一般にはフレキシ
ブル連結パイプであって、前記フレキシブル接続パイプは、適切であれば、その自重によ
って沈下懸垂曲線形状をとり、すなわち、フロートの下方に十分に沈下してから、その後
、前記浮体式支持設備まで上昇する、連結パイプと
　を含む。
【０００４】
　そのため、一般には生産原油の全量がＦＰＳＯ上へと汲み上げられて加工され、水、気
体および砂状成分があれば、それらから油を適正に分離する。そのため、油は分離後、船
上で貯蔵され、気体は洗浄されてからガスタービンに送られ、船上で必要な発電、発熱に
利用された後、余剰分が油田の貯留槽へと注入されて、前記貯留槽内の圧力が回復される
。水は、懸濁液中の砂から分離された後、最終的に石油粒子を完全に抽出してから海中に
放出されるか、または同様に貯留槽内に再注入され、その際、一般に海面下からさらに取
得された海水が加えられて、水を貯留槽に注入するのに必要な流速が得られる。ごくわず
かな量である抽出された砂は、最終的に洗浄されてから海中に放出される。
【０００５】
　地上およびＦＰＳＯ上の静止設備において一般的に使用される、原油から気体、水およ
び油を分離する既知の方法は、圧力に耐え、非常に大型であり、一般的には長尺状のシリ
ンダの形態をとる筐体を使用するものであり、原油が一方の端から入り、前記筐体に沿っ
て約３分～約１０分の時間をかけて移動し、その間に各種の相が重力によって自然に分離
され、その後、第二の端へと至る。次に気体が前記筐体の上部分から、水と砂が底部分か
ら、油が中間部分から回収される。この種の分離装置には様々な種類があり、一般に、相
分離を容易にし、後の段階で再び混ざらないようにするための水平、垂直、または傾斜ス
クリーン等の他の内部装置を含んでいる。
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【０００６】
　このような分離装置は低圧、例えば３×１０５Ｐａ（３バール）～１０６Ｐａ（１０バ
ール）の範囲、および時には負圧で動作し、原油の脱気が最適に行われる。この種の分離
装置は海底に設置することが望ましく、前記筐体は、水深１０００ｍごとに実質的に１０
７Ｐａ（１００バール）、すなわち実質的に１０メガパスカル（ＭＰａ）の圧力と、また
、貯留槽の圧力に依存し、状況によっては１．４×１０７Ｐａ（１４００バール）にも到
達しうる内部圧力によって潰れずに耐える必要がある。その結果、このような筐体を、大
水深または大深度で使用できるように輸送するには、内破に耐えるために１００ミリメー
トル（ｍｍ）～３００ｍｍの範囲の壁厚が必要となり、このようなシートメタルの要素を
製造し、大深度の海底に設置するのは極めて困難であり、かつ極めてコストがかかる。
【０００７】
　本出願人の名義による（特許文献１）は、海底用気体－液体分離装置を開示しているが
、この装置は１つの筐体を含み、その１つの筐体に筐体群が含まれており、これらは縦向
きに配置されて、相互に永久的に接続され、重量および容積が大きく、このアセンブリは
、状況によっては海底への設置が難しく、海上での吊り上げ能力がかなり高い作業船が必
要であり、特に長さが２００ｍを超える作業船の使用が必要となることが判明している。
また、センサ等の筐体内の要素には、故障および／または閉塞の虞があり、これらはまた
、場合により液体排出用出口を閉塞させる虞もある。そのような事象には、一般に比較的
小型で吊り上げ能力の小さい従来のメンテナンス船（「検査、保守、および修理（ＩＭＲ
：ｉｎｓｐｅｃｔｉｏｎ， ｍａｉｎｔｅｎａｎｃｅ ａｎｄ ｒｅｐａｉｒ）船」と呼ば
れる）を使って筐体を個別に切り離し、回収することによっては実行できないメンテナン
スが必要となる。
【０００８】
　他の分野において、本出願人の名義による（特許文献２）では、液体－液体分離の海底
で使用されるモジュール式設備について提案されており、これは、複数のパイプで構成さ
れ、これらのパイプは水平に対してわずかに傾斜し、平行であり、個別に自在に接続およ
び切断でき、したがって、これを海底に設置およびしたがって扱うことができ、その一方
で、海面上から扱わなければならない要素の重量が限定される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】仏国特許第２　９１５　４０３号明細書
【特許文献２】仏国特許第２　９６１　７１２号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　本発明の目的は、大水深、特に少なくとも１０００ｍの海底に設置されて動作するのに
適し、海底での製造、設置、および使用がより簡単であり、かつより安価な改良された気
体／液体分離装置、より詳しくは、小型で吊り上げ能力も小さい船舶によって設置および
回収でき、また海上設備のメンテナンスおよび支援のために従来使用されている規模およ
び吊り上げ能力の船舶を使用してメンテナンス可能な設備を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　そのために、本発明は、流体の液相および気相のそれぞれ、特に原油の液相および気相
の液体／気体分離のための海底で使用されるモジュール式設備を提供し、この設備は、
　（ａ）海底に据えられ、および／または係留された主要支持構造であって、主要支持構
造に可逆的に接続されるか、または主要支持構造に接続されるのに適した複数の液体／気
体分離装置ユニットを有する、主要支持構造と、
　（ｂ）前記主要支持構造に固定された少なくとも１つの液体／気体分離装置ユニットで
あって、前記液体／気体分離装置ユニットの各々は、海底の圧力と前記流体の内圧とに耐
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える気密壁を含む単一の筐体を含み、気密壁は回転縦軸の周囲に配置され、および前記筐
体は、
　（ｂ１）混相流体供給用の第一の内管であって、前記筐体内で、筐体の端壁と呼ばれる
壁部分を通過する第一のオリフィスを含むか、または第一のオリフィスと協働するその下
端から、筐体の上側部分へと開放するその開放上端まで立ち上がる、第一の内管と、
　（ｂ２）気体排出用の第二の内管であって、前記筐体内で、好ましくは第一の管の前記
上側開口部より高い位置にあるその開放上端から、筐体の端壁を通過する第二のオリフィ
スを含むか、または第二のオリフィスと協働するその下端まで延びる、第二の内管と、
　（ｂ３）筐体の前記端壁を通過して、筐体の端壁内の前記第一および第二のオリフィス
の周囲にある第三のオリフィスと
　を含む、複数の液体／気体分離装置ユニットと、
　（ｃ）前記支持構造に固定された複数の３チャネル接続部品であって、少なくとも１つ
の前記接続部品は、前記筐体に接続され、前記接続部品の各々は、
　（ｃ１）前記筐体の端壁の前記第一のオリフィスに接続されるか、または前記第一のオ
リフィスに接続されるのに適した上端を有する第一の接続ダクトであって、海底で前記混
相流体を供給するための外管に、または海底で前記混相流体を供給するための外管の端に
接続された管要素に接続されるか、または管要素に接続されるのに適した第一の出口オリ
フィスを有する、第一の接続ダクトと、
　（ｃ２）前記筐体の端壁の前記第二のオリフィスに接続されるか、または前記第二のオ
リフィスに接続されるのに適した上端を有する第二の接続ダクトであって、気体排出用の
外管に接続されるか、または外管に接続されるのに適した第二の出口オリフィスを有する
、第二の接続ダクトと、
　（ｃ３）第三の接続ダクトであって、前記第一および第二の接続ダクトの周囲に配置さ
れ、その上端において前記筐体の端壁の前記第三のオリフィスに接続されるか、または前
記第三のオリフィスに接続されるのに適しており、液体排出用の外管に接続されるか、ま
たは外管に接続されるのに適した第三の出口オリフィスを有する第三の接続ダクトとを含
む複数の３チャネル接続部品とを含む。
【００１２】
　好ましくは、筐体の端壁の前記第二のオリフィスは、筐体の端壁の前記管状の第一のオ
リフィスの周囲に同軸的に配置された環状の第二のオリフィスであり、および筐体の端壁
の前記第三のオリフィスは、筐体の端壁の前記第一および第二のオリフィスの周囲に同軸
的に配置された環状の第三のオリフィスであり、および前記３チャネル接続部品は、３つ
の同軸チャネルを有し、前記支持構造の上に縦向きに配置され、
　（ｃ１）縦向きに配置された第一の接続ダクトであって、それからの前記第一の出口オ
リフィスが前記第一の接続ダクトの軸方向の下端により構成される、第一の接続ダクトと
、
　（ｃ２）第二の接続ダクトであって、その上端において前記第一のダクトの周囲に同軸
的に配置され、かつ筐体の前記端壁の環状の前記第二のオリフィスに縦向きに接続される
か、または前記第二のオリフィスに縦向きに接続されるのに適しており、かつ横向きのオ
リフィスを構成する前記第二の出口オリフィスを含む、第二の接続ダクトと、
　（ｃ３）第三の接続ダクトであって、その上端において前記第一および第二の接続ダク
トの周囲に同軸的に配置され、かつ筐体の端壁の環状の前記第三のオリフィスに縦向きに
接続されるか、または前記第三のオリフィスに縦向きに接続されるのに適しており、かつ
横向きのオリフィスを構成する前記第三の出口オリフィスを含む、第三の接続ダクトとを
含む、接続部品である。
【００１３】
　より詳しくは、前記第一および第二の横向きの出口オリフィスは、接続部品のそれぞれ
の側で２つの直径方向に反対の方向に、かつ前記垂直の縦軸方向に対して実質的に垂直の
方向に向く。
【００１４】
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　「可逆的に」という用語は、接続に関して、分離装置ユニットが支持構造に接続された
後に、分離装置ユニットを支持構造から切り離し、海面上まで上昇させ、および／または
分離装置ユニットにメンテナンスを施してから、再び接続できることを意味するために使
用される。
【００１５】
　有利には、前記支持構造は、それぞれ流体供給用外管、気体供給用外管、および液体排
出用外管と協働して、前記外管を閉じてから、前記分離装置ユニットを接続および切り離
すことができるようにするバルブを支持する。
【００１６】
　また、理解できる点として、前記第一の接続ダクトはその下端において開放し、筐体の
前記中央の第一のオリフィスに接続されるか、または前記中央の第一のオリフィスに接続
されるのに適したその上側開口部と軸方向に連続しており、これは、それぞれの軸方向の
下端が閉鎖しているプレチャネル接続部品の前記第二および第三の接続ダクトと異なる。
【００１７】
　複数の前記装置ユニットを使用する方式によって、比較的小型で軽量な、具体的には１
００メートルトン（ｔ）未満、好ましくは５０ｔ未満の筐体を使用して、これらを海面か
ら、特に１０００ｍを超える、またはさらには３０００ｍを超える大水深の海底にある前
記支持構造まで、海上検査保守修理船にとって一般的な吊り上げ能力を有するメンテナン
ス船を使って降下させることが可能となる。そのため、必要な量の分離対象の流体を処理
するため、または海面上でメンテナンスを実行するために、必要に応じて、装置ユニット
の数を自在に増減させることができる。
【００１８】
　筐体の端壁を通過する前記第一、第二、および第三のオリフィスと、前記接続部品のそ
れぞれ前記第一、第二、および第三のダクトを本発明によって同軸的に配置することは、
いくつかの理由によって特に有利である。
【００１９】
　まず、この同軸配置によって、接続部品が前記筐体の端壁の下で前記第一、第二、およ
び第三のオリフィスに接続されると、接続部品の前記第一のダクトと流体供給用内管の前
記管状の第一のオリフィスの下端との間の第一の内部シーリンクガスケットが実質的に等
しい圧力を受けることが可能となり、すなわち、一方で、流体供給用の前記第一の内管の
中の圧力Ｐ１にさらされ、他方で、気体排出用の前記第二の内管の中の実質的に同じ圧力
Ｐ１にさらされる。同様に、接続部品の前記第二のダクトと気体排出用内管の前記環状の
第二のオリフィスの下端との間の第二の内部シーリングガスケットは、一方で、前記第二
の内管の中の圧力Ｐ１に実質的にさらされ、同様に、その一方で、前記筐体の内側で、気
体排出用の前記第二の内管の外側において実質的に同じ圧力Ｐ１にさらされる。
【００２０】
　２つの内部ガスケット間で圧力が等しいことは、前記ガスケットが不良になった場合に
漏れる流体の流速が比較的無視できる程度となるため、特に有利である。さらに、海水が
気体用の管の中に漏れる虞は極めて低く、なぜなら、そのような事態となるには、３つす
べての同心円ガスケットが同時に故障しなければならないからであり、そのような事態は
気体の供給ラインにとって危機的であろう。
【００２１】
　接続部品を前記筐体の端壁の下で前記第一、第二、および第三のオリフィスと同軸的に
配置することはまた、筐体を前記接続部品と接続しやすくするためにも有利であり、なぜ
なら、それにより、筐体を降下させて接続部品とドッキングさせる間に、筐体および前記
接続部品の縦軸の周囲で相対的角度だけ筐体を回転させることができるからであり、こう
した状況でのそのような角度はしばしば変動し、これを防止することは困難である。その
ため、ドッキングはより案内しやすく、それを達成するのに正確な角度インデックスは不
要である。
【００２２】
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　前記第二の内管および前記第二の接続ダクトはそれぞれ、前記第一の内管および前記第
一の接続ダクトの内部で、筐体の前記第一および第二のオリフィスの高さに同軸的に配置
できる。それにもかかわらず、前記第二の内管および前記第二の接続ダクトは、好ましく
は、筐体の前記第一および第二のオリフィスにおいて前記第一の内管および前記第一の接
続ダクトの周囲に同軸的に配置される。具体的には、前記第一の接続部品の前記第一の中
央のダクトの下端において開口部を軸方向に中心に配置することは有利であり、なぜなら
、それにより、海底で前記混相流体を供給するための前記外管または海底で前記混相流体
を供給するための外管の端に接続された前記管要素が、接続部品とのその接合部において
、前記接続部品内の流体流の軸方向ＺＺ’に対して十分に大きい曲率半径を示す（Ｔ字型
の屈曲部を有さない）ことができ、そのため、前記軸方向の第一の内管がこの流れを妨害
することを回避でき、したがって流体をせん断するのを回避して、後の気体／液体分離を
より難しくするであろう気泡および／または液滴の破砕を回避してから、第一の管からの
上側出口において筐体内で相分離が行われるようにすることができるからである。
【００２３】
　好ましくは、海底に据えられた前記支持構造は、少なくとも１つの装置を支持し、少な
くとも１つの装置は混相流体を分割して分散させ、かつ単一の主要な管状の軸方向の供給
オリフィスを有し、供給オリフィスは好ましくは縦向きに配置され、供給オリフィスの開
放下端は、海底において前記混相流体を供給するための外管の端に接続されるか、または
その端に接続されるのに適しており、および供給オリフィスの開放した軸方向の上端は、
前記軸方向に対して傾斜した複数の管状の出口オリフィスと連通し、出口オリフィスは同
じ直径であり、かつ同じ角度（β）で傾斜し、かつ前記軸方向に対しておよびその周囲で
対称かつ規則的に配置され、前記第二の管状の出口オリフィスは、供給流体を運ぶための
複数の管要素に接続されているか、管要素に接続されるのに適しており、その管要素はそ
れぞれ前記接続部品の複数の前記第一のダクトに接続されるか、または前記第一のダクト
に接続されるのに適しており、その接続部品は、複数の前記筐体の下端に接続されるか、
またはその下端に接続されるのに適している。
【００２４】
　好ましくは、前記接続部品と前記筐体とは、前記分割装置に対して、好ましくは前記分
割装置の上およびその周囲に、前記分割装置と前記筐体との間のヘッド損失が実質的に相
互に同じとなるように配置される。
【００２５】
　また、好ましくは、前記接続部品と前記筐体とは、前記分割装置に対して対称に、前記
分割装置の上およびその周囲に配置される。
　理解できる点として、前記管状の第二の出口オリフィスは、軸方向に供給するための前
記主要管状オリフィスの直径より小さい直径を有する。そのため、混相流体の供給流れは
、複数の同じ流量の流れに分割され、分割された各流れの流速は、したがって主要外側供
給管によって達成される主要流速より遅くなる。
【００２６】
　この流体流れ分割装置は有利であり、なぜなら、これによって流体を部分ごとに供給で
き、これらが各種の分離装置ユニットへと送られ、この分割部分は組成の点および流体が
前記輸送管要素内で受けるヘッド損失の点で等しく、より均一とされるからである。
【００２７】
　より詳しくは、前記筐体は、前記筐体の外側に配置された雄または好ましくは雌型の第
一のガイド要素に固定され、前記支持構造は、前記第一の相補的なガイド要素とそれぞれ
協働するか、または前記第一の相補的なガイド要素と協働するのに適した雌または雄型の
第二のガイド要素を含み、前記装置ユニットが前記接続部品と対面して縦向きにドッキン
グすることを可能にする。
【００２８】
　理解できる点として、これらの第一および第二のガイド要素により、接続部品の前記第
一、第二、および第三のダクトの前記上端を、海面から降下された筐体の端壁を通過する
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前記第一、第二、および第三のオリフィスとそれぞれ同軸的に接続しやすくすることがで
きる。
【００２９】
　より詳しくは、前記筐体は、断面が円形の円筒形の側壁を有し、側壁の上端はドーム型
、好ましくは球形のキャップで閉じられ、および側壁の下端の端壁は、下方にテーパのつ
いた漏斗形状であり、縦の管状の底壁を形成し、その底壁は、液体排出用の前記環状の第
三のオリフィスを画定する。最終的な形状により、固体沈殿物、特に砂の排出が容易とな
る。
【００３０】
　より詳しくは、混相流体を供給するための前記第一の内管は、前記第二の内管の中で、
前記第一の内管の上側部分の下方において縦向きに、好ましくは実質的に前記筐体の軸上
に延び、前記第一の内管のこの上側部分は、前記第二の内管の外へと戻り、特に、白鳥の
首のように複数回湾曲するループを形成し、終端に流体出口ノズルがあり、流体出口ノズ
ルは、好ましくは、前記第一の内管の前記上側開口部を画定するフレア状の壁を有し、よ
り好ましくは扁平な形状の断面を有し、それによって前記第一の管の前記上側開口部は、
筐体の側壁付近で外に向かって開放し、それによって流体は前記上側開口部から前記円筒
側壁に平行に、下方に傾斜する方向に流出し、および気体排出用の前記第二の内管は、第
一の内管の前記上側部分の下方の前記第一の内管に対して軸方向に同軸的に延びる。
【００３１】
　前記ノズルの前記開口部の断面の形状が扁平であることによって、流体は層流として流
れ、筐体の壁に押し付けられる。さらに、前記ノズルの壁がフレア状に広がることによっ
て、流体供給管の出口で流体の流速が低下する。また、混相流体が受ける遠心力により、
この流体と、前記ノズルからの出口における筐体の側壁に対する接線方向の流れとが低速
化することにより、流体は壁に衝突せず、前記流体はその気相と液相とに分離され、その
一方で、気泡の破砕および気体流出用の前記内管の吸引オリフィスへの液滴の突出が最小
化する。
【００３２】
　好ましくは、気泡の破砕を最小限にするために、前記第一の内管の上端の前記出口ノズ
ルはまた、液体を排出するための上述のらせん状排水溝の角度と実質的に同じ角度で下方
に傾斜する方向を向く。
【００３３】
　好ましい実施形態において、前記第一および第二の内管は、好ましくは、前記第一およ
び第二の内管のそれぞれの下側部分より大径の同軸部分を有する。具体的には、前記第一
の内管はその中央部分により大径の中間部分を有し、それが前記第一の管内の流体の流速
を下げるのに貢献し、同軸の第二の内管も同様に、前記第一の内管と対面する同じ大径部
を有し、前記第一および第二の内管の間には、実質的に一定の環状空間が保たれる。
【００３４】
　より詳しくは、筐体は、筐体の前記側壁の内面付近に、および／またはその内面に接し
て固定されたらせん状排水溝を含み、およびらせん状排水溝の上端は第一の内管の上側開
口部の下方にあり、かつらせん状排水溝の下端は前記環状の第三のオリフィスの上方で終
端する。
【００３５】
　ある実装形態において、前記らせん状排水路は前記第二の内管に固定される。
　前記らせん状排水路は、部分的に脱気された流体の輸送時間を長くして、筐体の下端ま
で移動させ、かつ、出口において前記気体から分離された前記液体の排出を前記ノズルか
ら前記周辺の環状の第三のオリフィスに向かって導くことによって、液体／気体分離を促
進するのに役立つ。これらの特徴は、上述のフレア状に広がる出口ノズルを使用すること
と共に、前記筐体の内部を流れる部分的に脱気された流体粒子の速度を、前記第一の内管
に入る原油粒子の速度と比較して低速化することができる。
【００３６】
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　より詳しくは、筐体は、その上側部分において、液滴をろ過する装置、好ましくはコア
レッサ装置を第一の内管の上側開口部と第二の内管の上側開口部との間の気体の流路上に
含む。このようにして、この種のコアレッサ装置は、スクリーン型（また、「デミスタ」
型とも呼ばれる）であり、これは気体により取り込まれる可能性のある液滴をろ過するの
に役立つ。
【００３７】
　より詳しくは、筐体は、圧力検出センサおよび液面レベルセンサ、好ましくは発光スト
リップと１つまたは複数の測定ストリップとにより構成され、筐体の高さ全体にわたって
流体の濃度分布を測定できるレーダもしくはソナー型プローブまたは放射線式レベルセン
サの形態の液面モニタ装置を筐体内に含む。このようなセンサは、当業者に知られており
、この例では、液面レベルは第一の内管の前記第三のオリフィスの下側開口部より上に上
昇するが、気体排出用の第二の内管の上側開口部より上には至らず、すなわち、前記上側
開口部ならびに前記第一および第二の内管から十分に離れていることを確認する役割を果
たす。
【００３８】
　より詳しくは、筐体は２つの筐体部分からなり、２つの筐体部分は、相互に固定され、
　・上側壁部分であって、その上端にドーム型、好ましくは球形のキャップを有する上側
壁部分と、
　・前記端壁を含む下側壁部分とを含む。
【００３９】
　この特徴は、筐体内の要素、例えばコアレッサ装置、センサ、前記第一および第二の内
管、およびらせん状排水路のメンテナンスを、筐体壁の２つの部分を切り離してそれらに
アクセスできるようにし、適当であれば、それらに固定された機器と共に筐体の上側部分
のみをメンテナンスのために海面上まで持ち上げることによって実施しやすくするのに役
立つ。
【００４０】
　より詳しくは、前記支持構造は、複数の前記接続部品と、前記接続部品に接続された複
数の前記筐体とを含み、好ましくは対称に配置された好ましくは少なくとも４つの前記接
続部品がある。
【００４１】
　他の特定の特徴によれば、
　・前記筐体は、縦向きに配置され、円形の断面を有し、その上端が球形キャップの一部
の形態であるたばこ様の長尺状の形状であり、前記筐体の形状は、海底での静水圧に対す
る良好な抵抗力を与え、これによって厚さわずか１０ｍｍ～３００ｍｍの壁を使用でき、
　・前記筐体の長さＬ１は、その直径Ｄ１の１０倍以上であり、好ましくはその直径Ｄ１
の１５～３０倍であり、より好ましくは、Ｌ１は５ｍ～５０ｍの範囲内であり、直径Ｄ１
は０．５ｍ～５ｍの範囲内であり、直径および壁厚の寸法は、前記耐圧性筐体の壁にとっ
ての大水深での圧縮に対する強度を最適化し、および
　・前記第二の内管の上端の開口部は、前記第一の内管の上側開口部に対して少なくとも
１ｍの高さｈに配置される。
【００４２】
　本発明はまた、上で定義したモジュール式設備への使用に適している、流体のそれぞれ
液相および気相の液体／気体分離のための装置ユニットも提供する。
　本発明はまた、本発明のモジュール式設備を製造する方法も提供し、これは以下の連続
的なステップ：
　（ａ）締結手段によって海面上の船舶から吊り下げられた前記装置ユニットを降下させ
るステップと、
　（ｂ）好ましくは、前記筐体に固定された第一のガイド要素と、前記支持構造に固定さ
れた前記第二のガイド手段とを使用することによって、前記支持構造に固定された前記接
続部品とのドッキングのために前記装置ユニットのアプローチを案内するステップであっ
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て、前記第二のガイド要素が前記第一のガイド要素と協働するステップと、
　（ｃ）筐体の端壁を通過する前記第一、第二、および第三のオリフィスと、前記接続部
品のそれぞれ前記第一、第二、および第三の接続ダクトとの間の固定フランジおよび同軸
シーリングガスケットを使用することにより、前記筐体を前記接続部品に切り離し可能な
方法で接続するステップとが実行されることを特徴とする。
【００４３】
　本発明はまた、本発明のモジュール式設備を使用することにより、原油の液相と気相と
を分離する方法も提供し、これは、連続的に以下のステップ：
　（１）到達管によって、筐体の前記端壁の前記第一のオリフィスに、前記接続部品の前
記第一のダクトを介して、かつ前記第一のダクトを通じて、海底の静圧Ｐ２より低く減圧
された圧力Ｐ１で原油を送出するステップと、
　（２）原油が筐体の前記第一の内管の中で上昇し、その後、前記第一の内管の上側出口
を通じて、筐体の円形断面の側壁に対する接線方向の流れとして流し、それによって、原
油が液相と気相とに分離されるステップと、
　（３）液相または部分的に脱気された流体が、筐体の下端における端壁の前記第三のオ
リフィスに向かって下方に移動し、および好ましくは、前記筐体を、前記第一の内管の上
側開口部より下の高さレベルまで満たし、および前記接続部品の前記第三の出口オリフィ
スに接続された液体排出用の外管を介して回収されるステップと、
　（４）前記油から分離された気体が、前記第二の内管の中へ、筐体の下端における端壁
の前記第二のオリフィスに向かって吸引され、および前記接続部品の前記第二の出口オリ
フィスに接続された気体排出用の外管を介して回収されるステップとが実行されることを
特徴とする。
【００４４】
　本発明のその他の特徴および利点は、図１～４を参照して示される実施形態の以下の詳
細な説明に照らして明らかとなる。
【図面の簡単な説明】
【００４５】
【図１】海底に設置された支持構造１０であって、その上にすでに２つの分離装置ユニッ
ト１が接続されている支持構造１０にドッキングおよび接続するために降下中の分離装置
ユニット１の図であり、各種の接続部品６がウェルヘッド１８に接続された原油供給管１
３により供給される流れ分割装置１２に接続されている。
【図１Ａ】海底に設置された支持構造１０と、支持構造１０に接続された８つの分離装置
ユニット１を含むモジュール式設備との平面図である。
【図１Ｂ】本発明の海底液体気体分離設備の概略図であり、混相流体供給用の前記第一の
内管２と、気体排出用の前記第二の内管３を有する１つの分離装置ユニットとを示し、管
は、これらをより明確に区別するために本発明のように同軸ではなく横並びに概略的に示
され、また、第一に混相流体供給用の外管１３の、第二に液体排出用の外管１５の、およ
び気体排出用の外管１６の異なる出口を示し、これらの管はそれぞれのバルブ１１ａ、１
５ｂ、および１６ｂと協働する。
【図２】同軸的に配置され、それぞれの土台で接続部品６に接続されている相流体供給用
の前記第一の内管２と、気体排出用の前記第二の内管３とを含む、本発明の気液分離装置
ユニット１の縦断面図である。
【図２Ａ】前記第二の内管の周囲にかつその外側に巻かれた前記第一の内管の出口および
上側部分２ｂを示す図である。
【図２Ｂ】第一の流体供給管２の上端２ｂにおける流体出口ノズル２ｃの上から見た図２
Ａの概略的横断面図である。
【図３】図２の筐体１の端壁１ｃの管状下側部分１ｃ－２に環状ガスケット７－１、７－
２、７－３を介して接続された本発明の３チャネル同軸接続部品６の軸方向縦断面図であ
る。
【図４】６つの上側出口オリフィス１２ｂ１～１２ｂ６を有する混相流体流れ分割装置１
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２の斜視図である。
【図４Ａ】図４の分割部品１２の縦の軸方向の中央平面での断面図を示す。
【発明を実施するための形態】
【００４６】
　主要支持構造１０は海底２０に据えられ、海底２０に据えられた土台に、または海底に
埋設された吸引アンカ１４に固定され、この主要支持構造１０は、格子状ビームで構築さ
れるフレームにより構成されている。
【００４７】
　主要支持構造１０は油井１８の付近に配置され、油井１８はウェルヘッド１８ａを有し
、ウェルヘッドから前記支持構造１０まで原油を運ぶ原油到達管１３により接続されてい
る。
【００４８】
　前記支持構造１０は、
　・前記第二のガイド要素を構成する複数の垂直ガイドロッド１０ａを支持し、
　・複数の３チャネル同軸接続部品６を支持し、
　・少なくとも１つの流れ分割装置１２を支持し、
　・前記外管を以下のように開閉するバルブを支持し、すなわち、バルブ１１ａは前記接
続部品６の上流で混相流体の到達を制御し、バルブ１５ｂは液体排出用外管１５への液体
の排出を制御し、バルブ１６ｂは気体排出用外管１６への気体の排出を制御し、および
　・液体排出用外管１５を介して液体を排出するエクスポートポンプ１７を支持する。
【００４９】
　有利には、前記主要支持構造１０はまた、前記混相流体到達用外管１３の、前記脱気液
体排出用外管１５の、および前記気体排出用外管１６の端に接続されるか、またはそれに
接続されるのに適した管部分もまた支持し、前記管部分は、直接または間接に、以下に説
明するように、接続部品６の横向きの管状オリフィス６ｂ１および６ｃ１ならびに中央下
側管状オリフィス６ａ１に接続される。
【００５０】
　図に示されている分離装置ユニット１は、円形の断面の円筒形である主要部分を有する
壁を備えた筐体１ａを含み、その壁の上端には例えば球形キャップなどのドーム型の端が
あり、その壁の下端は端壁１ｃで終端し、端壁１ｃは漏斗形状の上側部分１ｃ１と、円筒
形かつより小径であり、前記第一、第二、および第三の同軸管状オリフィス５ａ、５ｂ、
および５ｃを形成する部分を画定するか、またはそれによって延長される下側部分１ｃ－
２とを含んでおり、これについては後述する。
【００５１】
　筐体１ａの円筒壁の外側にフレーム８が嵌り、フレーム８は前記第一のガイド要素８ａ
を支持し、前記第一のガイド要素８ａは、その下端において漏斗形状であるフレア状の壁
によって具現化されるオリフィスを画定して、主要支持構造１０のガイドロッド１０ａを
通しやすくし、海面２５の船舶２４からケーブル１９を使って、および場合により遠隔操
作車両（ＲＯＶ：ｒｅｍｏｔｅｌｙ ｏｐｅｒａｔｅｄ ｖｅｈｉｃｌｅ）２６（遠隔操作
型海底ロボット）を使って筐体１ａが降下されている間に筐体１ａを案内する。
【００５２】
　フレーム８は、主要支持構造１０に設置された装置ユニット１を機械的に安定させ、か
つ／または接続部品６がドッキングおよび接続された後に装置ユニット１を主要支持構造
１０に固定するための脚８ｂを有しており、これについては後述する。相補的なガイド要
素８ａおよび１０ａもまた、主要支持構造１０にドッキングされ、接続部品６を固定した
後に、装置ユニット１を固定するために使用されてよい。
【００５３】
　前記第一のガイド要素１０ａは、支持構造１０に固定された接続部品６に対して、筐体
１が降下されて、前記第一および第二の相補的ガイド手段８ａおよび１０ａを協働させる
ことによって主要支持構造１０にドッキングされるときに、後述のように、端壁１ｃの管
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状の下側部分１ｃ－２および／または前記第一、第二、および第三の同軸オリフィス５ａ
、５ｂおよび５ｃを含む部分が、接続部品６のそれぞれ第一、第二および第三の管６ａ、
６ｂ、６ｃの上端と縦方向に一致するように位置付けられ、これについては後述する。
【００５４】
　図１Ａにおいて、８つの筐体１ａが示され、これらは縦向きに平行に配置され、１辺に
３つの筐体を有する正方形に配置となり、流れ分割部品１２がこの正方形の中心軸上にお
いてそれらの下に配置されている。
【００５５】
　図４において、流れ分割部品１２は、
　・１つの下側主要管状供給オリフィス１２ａであって、主要支持構造１０に固定された
ときに縦向きに配置され、その開放下端１２ａ１が混相流体供給用外管１３の端に接続さ
れる、１つの下側主要管状供給オリフィス１２ａと、
　・傾斜した複数の上側の第二の管状出口オリフィス１２ｂと
　により構成され、この例では６つのオリフィス１２ｂ１～１２ｂ６を含み、これらは６
つのみの筐体１ａを満たすのに適しているが、図１Ａに示されるように８つの筐体に供給
するための８つの傾斜した第二の管状出口オリフィス１２ｂがあってもよい。
【００５６】
　前記第二の管状出口オリフィス１２ｂ１～１２ｂ６の開放上端は、それぞれ複数の輸送
管要素１１に接続され、これらはそれぞれの反対の端において、主要支持構造１０に固定
された各種の流体分離装置ユニット１の各種の接続部品６の第一の中央管６ａの下端に接
続される。
【００５７】
　図１Ｂにおいて、管１３は、縦軸方向に、図４に示されている流れ分割部品１２の下側
管状供給オリフィス１２ａに接続する屈曲部を有するように示されており、これは図を簡
単にするためである。しかしながら、現実には、分割部品１２への供給を行う混相流体供
給用外管１３には屈曲部を形成しないことに注意されたい。
【００５８】
　具体的には、流れ分割部品１２は、海底２０より高い位置に配置して、混相流体供給用
外管１３の、部品１２の下端１２ａ１に接続された端の曲率半径が、外管１３が輸送する
混相流体の相の分割を回避するのに十分であるようにする。
【００５９】
　同様に、前記上側の第二の管状出口オリフィス１２ｂ１～１２ｂ６は、角度β＝３０°
だけ傾斜され、輸送管要素１１の長さおよび形状は、２つの湾曲部を有することができ、
湾曲の中心点は、輸送管要素１１の曲率半径に適合でき、同様に、混相流体の液相と気相
との分離を回避するのに役立つ。
【００６０】
　各種の上側の第二の管状出口オリフィス１２ｂ１～１２ｂ６の直径は、下側の主要オリ
フィス１２ａの直径より小さいが、各種の第二のオリフィス１２ｂの直径の合計は、下側
の主要オリフィス１２ａの合計と等しく、それによって、分散装置に入る、および分散装
置から出る入口および出口流速はすべて同じとなる。
【００６１】
　図２において、本発明の分離装置ユニットが筐体を有することがわかり、その壁１ａは
、２つの部分、すなわち、
　・上端に球形キャップ１ｂがある円形の断面の円筒形の主要部分により構成される上側
部分１ａ－１と、
　・下側部分１ａ－２であって、その上面がボルト１ａ－３によって上側部分１ａ－１の
底面と固定されるためのフランジを構成する、下側部分１ａ－２と
　により構成され、これらの部分はボルト１ａ－３によって相互に固定される。
【００６２】
　筐体の壁の下側部分１ａ－２は、その下端において端壁１ｃを画定し、これはその下端



(16) JP 2017-507014 A 2017.3.16

10

20

30

40

50

で、筐体１ａの円筒部分の直径Ｄ１に対して相対的に小さい直径Ｄ２の円筒部分１ｃ－２
によって延長される漏斗形状１ｃ－１であり、例えば、Ｄ２はＤ１の１／４より小さく、
たとえば、Ｄ１は、長さＬ１が５ｍ～３０ｍの範囲にあるとき、０．５ｍ～３ｍの範囲内
である。
【００６３】
　円筒壁１ｃ－２は、前記筐体内に収容される液体排出用環状オリフィスを画定し、これ
を環状の第三のオリフィス５ｃと呼ぶ。
　第一の内管２は、その主要部分が前記筐体の中心にて縦向きに軸方向に軸ＺＺ’に沿っ
て配置され、例外としてその上側部分には屈曲部２ｂがあり、これについては後述する。
その下端は、端壁の円筒形の下側部分１ｃ－２を軸方向に通過する中央の第一のオリフィ
ス５ａで終端し、またはそれによって延長される。
【００６４】
　筐体の略中間に、第一の内管２はフレア部分２ａ’を有し、それに続いて第一の管のよ
り大径の部分２’が続き、これはその上端において、複数の湾曲部を有して白鳥の首の形
状をなすループ２ｂとして戻ることによって終端し、それにより、第一の内管２の開放上
端２ａの出口ノズル２ｃは、円筒状の壁１ａの内面の付近に、かつそれと平行した状態と
なり、これについては後述する。ノズル２ｃは、フレア状の側壁を有し、それによってそ
の開口部２ａは、前記ノズル２ｃが取り付けられる第一の内管の上側部分のループ２ｂの
端における直径より大きい。
【００６５】
　フレア部２ａ’と、第一の管のより小径の内管の下側部分２’’に対するより大径の部
分２’との機能は、第一の内管の内部での混相流体の速度を遅くすることである。ノズル
２ｃの側壁のフレア部にも、管２からの出口における流体の速度を下げる効果がある。
【００６６】
　図２Ａおよび２Ｂは、開口部３ａで終端する第二の管３の軸方向の上側部分３ｂの外側
を取り囲む第一の内管２の屈曲部の上側部分２ｂと、上側部分２ｂの端にあるノズル２ｃ
との横断面の湾曲形状を示す。
【００６７】
　筐体の円筒壁１ａの形状に平行なこの湾曲形状は、ノズル２ｃの端における扁平な断面
の上側開口部２ａにおける縦方向の直線的な出口と共に、第一の管２からの出口における
流体流れを、筐体の円筒壁１ａの内壁に対して接線方向のシート状に生成する効果を有し
、それによって混相流体の破壊を最小限にし、分離の障害となる気泡のフラクショニング
を回避でき、また、気体出口に取り込まれうるであろう液滴の放出も回避できる。そのた
め、混相流体は、ノズル２ｃから出るときに、筐体の円筒壁に当たる渦巻き流の結果とし
て生じる遠心力により、筐体の円筒内壁に押し付けられる。
【００６８】
　その後、混相流体の液体部分が重力によって筐体の中間部分１－２を通って下側部分１
－３へと下方に移動し、これは、液体排出用の環状の第三のオリフィス５ｃを通って流れ
る前に、および／またはその間に、液体で特定の高さｈ１まで満たされる。
【００６９】
　ノズル２ｃから出るときに、混相流体のうち、より軽い気体部分は、筐体の上側部分１
－１に向かって上昇し、気体排出用の第二の内管３の上端３ａから排出され、これについ
ては後述する。
【００７０】
　液体を排出するために、図２に示される好ましい実施形態において、筐体は、筐体１ａ
の円筒壁の内面に固定されたらせん状排水路４を有し、その上端４ａはノズル２ｃからの
出口の直下にあり、その下端４ｂは筐体の底壁の漏斗形状の下側部分１ｃ－１の直上にあ
る。
【００７１】
　らせん状排水路４のらせんピッチは、らせん状排水路４が水平に対して角度αで傾斜す
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るようなピッチであり、その角度はノズル２ｃの開口部２ａから出る流体の流れ方向ＹＹ
’の下方傾斜角度と実質的に同じである。
【００７２】
　気体排出用の第二の内管３は、筐体１ａの中心にて縦向きに軸方向に延び、その下側部
分において、第一の内管２のより大径の中央部分２’およびより小径の下側部分２’’の
周囲に同軸的に配置される。第二の内管３は、そのため、第一の管２の中央部分２’の拡
張に追従する、より大径の中央部分３’を有し、それによって、第一の内管２と第二の内
管３との間の環状空間の幅が実質的に同じままであることを確保する。
【００７３】
　第二の内管３の下端は、前記第二の内管２の下端において中央の第一のオリフィス５ａ
と同軸的にその周囲に配置された、気体排出用の環状の第二のオリフィス５ｂと呼ばれる
第二の管状オリフィスを画定し、またはそれによって延長される。
【００７４】
　端壁１ｃの円筒下側部分１ｃ－２の下端における前記環状の第三のオリフィス５ｃは、
第二の内管３の周囲に環状の空間を画定し、この空間は、筐体の下側部分１－３からの液
体を排出させる役割を果たす。
【００７５】
　第二の内管３の上端３ａは、第一の内管２の上端においてノズル２ｃの開口部２ａより
上に１ｍ～２ｍの範囲の高さｈにおいて、球形のキャップ１ｂにより構成される筐体のカ
バーの付近にある。
【００７６】
　筐体の内側の上側部分１－１内の、第一の内管２の上側開口部２ａと第二の内管３の上
側開口部３ａとの間の気体経路上に、気体により取り込まれる液滴を捕捉するコアレッサ
装置９が配置されており、この装置は、第二の内管３の３ａの開口部の上側位置と共に、
微細な液滴が気相と共に取り込まれて第二の内管３により排出されるのを回避することが
できる。
【００７７】
　このコアレッサ装置９のクリーニングは可能であり、なぜなら、筐体がメンテナンスの
ために筐体に固定された機器と共に海面まで上昇されると、筐体の２つの部分１ａ－１お
よび１ａ－２を切り離すことができるからである。
【００７８】
　前記筐体はまた、それを貫通する圧力センサ２０～２１および液面レベルセンサ２２も
有する。より詳しくは、放射線式レベルセンサを使用することが可能であり、各々、筐体
内に縦向きに配置された放射線発生ストリップおよび１つまたは複数の測定ストリップに
よって構成され、筐体の高さ全体にわたる液体の濃度分布を測定することによって、筐体
内の気体－液体界面１～４のレベルをそれから推測できるという既知の機能を有する。こ
れらのストリップは、気密性シース内に格納され、これは圧力に耐え、筐体の上部を通過
する。ＲＯＶ ２６によって動作可能である気密性ストッパ２２ａで前記検出器のストリ
ップのためのシース管が閉じられ、海面上ではこれらを開いて、メンテナンスのために前
記検出器ストリップを回収できる。他の実施形態において、各種のセンサストリップ２１
、２２のシースが筐体の端壁１ｃを通過し、これらは筐体の上側部分に接続されず、した
がって、検出ストリップは、筐体１全体を切り離し、回収することによって回収される。
【００７９】
　分離筐体１は、ホイスト取り付け点を、好ましくはその上側部分に有し、これは例えば
筐体の壁に組み込まれたホイストラグ１ｄ、または筐体の壁に形成されたくぼみまたは突
起の形態で、筐体の壁の上側部分に設置されるホイストクランプ用支持面を提供する。ホ
イスト取り付け点を担持する金属フレームワーク内に気密筐体を入れることも可能である
。
【００８０】
　図３において、端壁の下側部分１ｃ－２が、端壁１ｃの円筒下側部分１ｃ－２の下端に
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溶接された中間部分５で終端していることがわかる。円筒部分１ｃ－２のこの下端部分５
は、流体を第一の内管２に供給する管状の中央の第一のオリフィス５ａを形成および画定
し、同軸の環状の第二のオリフィス５ｂは、第二の内管３の下端に延びる管状の第一のオ
リフィス５ａの周囲に環状の空間を画定し、この環状空間５ｂを通って、第二の内管３の
上端３ａからの気体が筐体１の外へと排出され、環状の第三のオリフィス５ｃは同様に同
軸であり、環状の第二のオリフィス５ｂの周囲に環状の空間を画定し、前記環状の第三の
オリフィス５ｃは、部分５または円筒部分の下側部分１ｃ－２の外壁によって画定される
。
【００８１】
　この底部５の下端は、ファスナクランプ７（図３には図示せず）により接続部品６の上
端６－１に可逆的に固定されるのに適した固定用フランジ５－１を形成する。同軸の金属
ガスケット７－１、７－２、および７－３が、部分５の下端５－１と接続部品６の上端６
－１との間に挟まれる。
【００８２】
　接続部品６は、３つの部分６－１、６－２、および６ｂ－２から構成され、これらは相
互に溶接される。部品６の内側部分６－２は、同軸的に縦向きに配置された中央の第一の
ダクト６ａを有する。部品６がファスナクランプ７によって部分５の下端に接続された後
、この中央の第一のダクト６ａが延びて前記管状の第一のオリフィス５ａとつながる。
【００８３】
　接続部品６の中央の第一のダクト６ａの下端６ａ－１は、輸送管要素１１の端に接続さ
れるか、外管１３の端に直接接続されて、混相流体を供給する。
　中央の第一のダクト６ａの周囲に、接続部品６の内側部分６－２が第一のダクト６ａの
周囲で同軸の環状の第二のダクト６ｂを形成し、その上端は部分５の環状の第二のオリフ
ィス５ｂと連通して、気体を排出する。環状の第二のダクト６ｂは、その下端６ｂ－２に
おいて閉じられ、接続部品６の軸ＺＺ’に垂直な軸Ｘ１Ｘ１上で気体排出用の第一の横向
きのオリフィスを有し、これは気体排出用の外管１６の端に接続されるのに適している。
【００８４】
　環状の第二のダクト６ｂの周囲に、接続部品６の外側部分６－１が内側部分６－２と協
働して、液体排出用の環状の第三のダクト６ｃを画定し、その上端は部分５の環状の第三
のオリフィス５ｃと連通して、液体を排出させることができる。接続部品６の液体排出用
の第三のダクト６ｃは、その下端６ｃ－２で閉じられ、軸ＺＺ’に垂直な軸Ｘ２Ｘ２’の
、液体排出用の第二の横向きのオリフィス６ｃ－１を含み、これは液体排出用の外管１５
の端に接続される。
【００８５】
　環状空間６ｂおよび６ｃの端壁は、らせん形状６ｄであってもよく、混相流体の液体部
分と共に運ばれうるであろう砂の固形粒子を回収し、これらを強制的に流し、管の詰まり
の原因となりうる固形粒子（砂等）の堆積を防止する。
【００８６】
　原油はウェルヘッド１８ａに高圧で、例えば１０６Ｐａ（１００バール）～２０６Ｐａ
（２００バール）の範囲で到達する。ウェルヘッド１８ａには、減圧器および流量制御の
ための自動バルブが取り付けられ、これらは、海面上から制御され、外管１３に接続され
、流れ分割部品１２に到達する油は低い圧力、例えば２０５Ｐａ（２０バール）で供給さ
れる。流体は、分離装置の上流で低速化され、筐体の入口で流れが激しくなりすぎるのを
回避し、そのため、分離への妨害が回避される。
【００８７】
　原油は、第一の内管２を介して筐体に入り、それから第一の管の上端２ａを介して流出
し、液相と気相とに分離する。ウェルヘッドで圧力が低下し、分離ステーション内では圧
力は事実上一定である。液体部分は筐体の下端を液面レベルセンサ２１～２２によってモ
ニタされ、エクスポートポンプ１７によって制御される高さレベル１～４まで溜まり、液
体は外管１５を介して排出される。
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【００８８】
　第二の内管３の開放上端３ａは、第二の管２の開口部２ａの端より上の１ｍ～２ｍの範
囲内にある十分な高さｈに配置され、管２の出口２ａにおいて大きい気体ポケットが急激
に到達することによって生じうる油または油の液体部分によるプラグの突出が発生しても
、第二の管３の上端３ａに到達しないことが確保される。
【００８９】
　脱気された液体油は、筐体の下側部分において回収され、接続部品６の出口オリフィス
６－１を介して液体排出用の外管１５へと誘導され、海面の浮体式支持設備に送られるか
、または海底の二次水／油分離装置に送られて、油のみが海面上へと送られるようにし、
水は油井１８と同様の油井に再注入されるか、容認可能な程度に浄化され、すなわち、原
油の残留粒子が十分に少量であることを条件に、単に海中に放出される。液体の放出は、
エクスポートポンプ１７を使って制御できる。
【００９０】
　同様に、気体排出用の外管１６により放出される気体は、海面上に送られるか、または
海底で再圧縮されて、油井１８と同様の油井に再注入される。
　より詳しくは、前記原油は前記第一の内管の下端に、好ましくは、圧力差ΔＰ＝Ｐ１－
Ｐ０（Ｐ０は気体ラインが海面上のＦＰＳＯに到達する圧力）が前記第一の横向きのオリ
フィスから海面上に気体を排出する外管内のヘッド損失より大きくなるように送られる。
これにより、追加の器具を使用せず、および／または追加の外的エネルギーを供給せずに
、特にコンプレッサを使用せずに気体を海面まで上昇させることが可能になる。
【００９１】
　好ましくは、原油が到着する速度は、前記接続部品の上流で、流量制御バルブによって
制御され、および／または脱気された流体が前記接続部品６の下流で排出される速度は、
流量制御バルブおよび／または前記エクスポートポンプ１７の速度によって、前記筐体内
の流体レベルをモニタするための少なくとも１つの前記装置による測定結果に応じて、筐
体の底部の液体の液面が分離装置の入口／出口から十分に離れた状態のままとなるように
制御される。
【００９２】
　より詳しくは、前記支持構造は、水深１００ｍ～４０００ｍの範囲の海底に設置され、
前記筐体内で圧力Ｐ１が維持され、圧力Ｐ１は１０バール（１０×１０５Ｐａ）～５０バ
ール（５０×１０５Ｐａ）の範囲であり、好ましくは、２０バール（２０×１０５Ｐａ）
と等しい。
【００９３】
　好ましくは、前記筐体は断熱される。この実施形態により、原油の流体を４０℃～１０
０℃の範囲またはそれを超える高温に保持し、この温度でウェルヘッドから出るようにす
ることによって、流体を海面上へと上昇させやすくし、原油が３０℃～３５℃未満まで冷
却されることにより、内管２におけるプラグおよび閉塞物の生成につながるパラフィンの
固化またはガスハイドレートの形成を回避できる。生産が停止しても、筐体の断熱により
、筐体内部の温度をできるだけ長期間、ガスハイドレートが形成される臨界温度以上に保
つことができ、それによって、オペレータは、このリスクの軽減に必要な保存作業に時間
を割くことができる。
【００９４】
　海底に設置された主要支持構造１０に分離装置ユニット１を追加して設置し、分離装置
ユニット１を海面２５の船舶２４から主要支持構造１０に接続できるため、海底の原油分
離能力を長期間調整でき、また、有利には、海面２５の船舶２４から分離装置ユニット１
を切り離し、上昇させることによって、海面上でメンテナンス作業を行うことができる。
【００９５】
　数が増えることを仮定して比較的小型の筐体を使用でき、海面上からの筐体１ａの取り
扱いを、海上石油施設に支援およびメンテナンスを提供するために使用されている標準的
な規模の船舶で実行でき、過大な吊り上げ能力に依存する必要がない。
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【００９６】
　本発明の重要で有利な特徴は、気相用および液相用の流体供給入口および出口を筐体１
ａの下端に、３チャネル同軸接続部品６を介して同軸に配置することであり、それによっ
て、上述のように、分離装置ユニット１を海底の主要支持構造１０に容易に取り付けおよ
び接続でき、また、装置ユニット１のメンテナンスも容易となる。
【００９７】
　具体的には、流体を運び、かつ気相および液相を別々に排出するための各種の内管を同
軸に配置することによって、筐体１の端壁１ｃのオリフィス５ａ、５ｂ、および５ｃの下
端と、その上端における接続部品６の各種のダクト６ａ、６ｂ、および６ｃとの間のシー
リングガスケット７－１、７－２、および７－３、具体的には金属ガスケットを、２つの
内部ガスケット７－１および７－２に対して圧力平衡状態に保つことができ、そのため、
上述の各種の切り離しまたはメンテナンス作業中に筐体が加圧または減圧されても、ガス
ケットは損傷を受けない。

【図１】 【図１Ａ】
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